
１．食物アレルギー診療の基本方針

我が国における食物アレルギーの診療は、最近

数年間で大きく変遷しつつある。その大きな原動

力は、食物アレルゲンに関する分子レベルでの知

識が蓄積してきたことと、臨床現場において食物

経口負荷試験（oral food challenge : OFC）を用い

た正確な診断が普及してきたことといえる。それ

らを総合して、日本小児アレルギー学会が発行し

た食物アレルギー経口負荷試験ガイドライン

２００９１）及び食物アレルギー診療ガイドライン

２０１２２）（JPGFA２０１２）には、現時点での標準的な

診療方針がまとめられている。

JPGFA２０１２及び食物アレルギーの診療の手引

き２０１１３）に記載されている食物アレルギーの診療

原則は、「正しい診断に基づく原因食物の必要最

小限の除去」である。そこには、大きく２つの意

味が込められている。それは、症状を誘発しない

食物を不必要に除去しないこと（正しい診断）と、

症状を誘発する食物であっても除去の程度を「必

要最小限」に留めることである。さらに食物アレ

ルギーの栄養指導の手引き２０１１４）では、この表現

を一歩踏み込んで、「食べられる範囲までは食べ

る」という方針が記載されている。

２．食物アレルギーの正しい診断

食物アレルギーの診断は、特定の食物摂取に伴

う即時型アレルギー症状の出現と、その食物に対

する感作が証明されることの両者が揃うことで確

定する。そのどちらかが欠けても診断が確定した

とは言えないが、臨床現場ではしばしばその場面

に遭遇する。

例えば、魚肉中に寄生したヒスタミン産生菌に

よって高濃度のヒスタミンが蓄積したサバを食べ

て蕁麻疹を経験した人は、「サバアレルギーになっ

た」と誤解する。ひいてはその蓄積が、「青背の魚は

アレルギーが多い」という俗説を生んでいる。

逆に、血液検査で特異的 IgE 抗体が陽性である

というだけの根拠で、食物除去が指示されること

が今でもしばしば認められる。特に、強いアレルギ

ー症状を誘発する事が知られているソバ、ピーナ

ッツ、エビなどについて、抗体価の結果だけで「念

のために除去」と指示されている患者は極めて多

い。卵や小麦でも、それまで症状なく摂取していた

子どもに対して、抗体価陽性というだけの理由で

安易に除去が指示されて、子どもや家族が不必要

な苦労を課せられるケースにしばしば遭遇する。

こうした患者に対して、摂取時の誘発症状を確

認して除去の必要性を確定するためには、OFC が

最も確実な手段となる。OFC は、食物アレルギー

の有無だけでなく、症状を誘発する閾値量と誘発

症状の重症度を判定して、アレルギーの重症度を

把握することができる唯一の検査ともいえる。

図１に、当科における OFC の基本的なプロト

コールを示す。総負荷量は、患児の年齢や過去の
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症状誘発歴を参考にして個別に決定する。摂取す

る時間間隔は、高い重症度が予想される患児ほど

長めに設定して、初期症状が出現する前に次の摂

取に進んでしまわないように配慮している。誘発

症状の重症度は、JPGFA２０１２に掲載されたグレ

ード分類に基づいて判定することが原則である

（表１）。

３．特異的 IgE 抗体価の示す陽性的中率

アレルゲン特異的 IgE 抗体価は、食物アレルギ

ーと診断される確率（陽性的中率、positive predic-

tive value : PPV）と相関関係を示し、その関係は

プロバビリティーカーブとして表現される５）。

JPGFA２０１２には、卵白と牛乳に対する特異的

IgE 抗体価（イムノキャップ法�、ファディア株式

会社）の年齢別プロバビリティーカーブ６）が紹介さ

れ、広く臨床診断の参考とされている（図２）。この

データに基づくと、例えば３歳児で卵白特異的 IgE

値が５UA/�（クラス３）の場合、加熱鶏卵の OFC で

陽性となる確率は約５０％と推定できる。

ただし、このカーブは鶏卵・牛乳アレルギーの

既往がある患児を多く含む対象者の OFC の結果

に基づいて作成されたものであり、例えば鶏卵の

摂取経験がない１歳児だけに限定してプロバビリ

表１ アナフィラキシーのグレード分類

Sampson HA. Pediatrics ２００３を改変
JPGFA２０１２

すべての症状が必須ではない。 症状のグレードは最もグレードの高い臓器症状に基づいて判定する。
グレード１はアナフィラキシーとはしない

図２ 加熱鶏卵／牛乳アレルギーと IgE抗体価プロバビリティーカーブ
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ティーカーブを作成すると、同じ抗体価でも PPV

はより低くなる７）。また、牛乳に耐性獲得が進ん

でいる患児では牛乳特異的 IgE 値が経年的に低

下するのに対し、遷延する牛乳アレルギー児では

高値が持続する８）。このように、特異的 IgE 値は、

患者の病歴や抗体価の推移を加味して解釈する

と、より高い確率で誘発症状を予測することが可

能となる。

小麦特異的 IgE 値も、抗体価と PPV は相関関

係を示すが、クラス４でも陽性率は５０％程度、ク

ラス６でも８０％程度に留まるために、それだけで

小麦アレルギーと診断することはできない。これ

に対し、小麦グルテンに含まれる代表的なアレル

ゲンコンポーネントである ω-５グリアジンに対す

る特異的 IgE 値は、クラス３で PPV９５％が得ら

れる。従って、ω-５グリアジン特異的 IgE 値が高

値を示せば、リスクを伴う OFC を行わなくても

小麦アレルギーと診断することが概ね可能といえ

る（図３）９）。一方で、小麦アレルギー患者でも ω
-５グリアジン特異的 IgE の陽性率（感度）は８０％

程度に留まるため、抗体価が陰性であっても小麦

アレルギーは否定できない。

このように、特異的 IgE 抗体価は、その診断

精度と特徴をよく理解して結果を解釈することが

必要であり、その上で目的を持って OFC の適応

及び方法を決定することになる。

４．除去食解除を目指した食事指導

食物アレルギーの診療のゴールは耐性獲得に伴

う除去食物の解除である１０）。実際に多くの患者は、

自然経過又は計画的な指導によって耐性獲得が進

み、解除に至っている。しかし、それを目指した

食事指導についてエビデンスを持った方法は確立

しておらず、JPGFA２０１２にも具体的な指導法は

書かれていない。多くの医師は、各自の経験や信

念に基づいて「少しずつ食べる」指導を行ってお

り、多くの患者は自発的に摂取するものを増やし

て解除に至っているのが現実といえる。

従来の「必要最小限の原因食物の除去」の概念に

おいては、加熱・加工によって低アレルゲン化した

加工食品なら摂取可能、という側面が強調されて

いた１１）。しかし、加熱によって大きく低アレルゲン

化する主要な食物は鶏卵に限られており、牛乳や

小麦は加熱による低アレルゲン化をあまり期待で

きない。また、加工食品を中心にして摂取を進めよ

うとすると、卵・牛乳・小麦と複数の食物にアレル

ギーを持つ患児では選択できる食品が限られてお

り、解除を開始する時点で限界があった。

一方で、経口免疫療法（oral immunotherapy :

OIT）の経験から、アレルゲン食品のたんぱく質量

を把握して摂取量を管理する考え方が発達して、

より合理的な食事指導が可能となってきた１２）。

当科では、ゆで卵白、牛乳、うどんの経口負荷

試験の結果から、症状誘発閾値量と誘発症状の重

図３ 小麦／ω-５グリアジン特異的 IgE抗体のプロバビリティーカーブ

３５２０１３年１２月２５日 伊藤＝食物アレルギーの除去食解除を進める食事指導



牛乳 ヨーグ
ルト バター ヤク

ルト
スライス
チーズ

症度１）を組み合わせて、図４の基準によって摂取開

始指示量を設定した１３）。この図に従うと、例えばう

どんを最終負荷量１０g 摂取してグレード２の症状

が誘発された場合は、自宅で２g のうどんから摂取

開始となる。その後の外来フォローでは、保護者に

摂取記録を日誌に記入してもらい、５～１０回症状な

く繰り返し摂取できたことが確認できれば１０～

２０％ずつ摂取量を増やす指導を行った。定量摂取

する食品は、他の卵料理、ヨーグルト、パンなどで

きるだけ純粋にアレルゲン成分だけを含むものと

して、たんぱく質量を換算して摂取量を決定した

（図５）。これらの食品で１０～３０g 程度の摂取が可能

となった時点で、アレルゲンを含む他の加工食品

や様々な料理への応用を指導した。

この指導には管理栄養士が常時関与して、家庭

における実際の摂取状況の把握と、増量プランや

調理への応用について具体的な指導を行ってい

る。摂取許容量を医師が責任持って指示すること

により、栄養士はそれを越えない範囲内での調理

の工夫や摂取量の調整について安心して指導する

ことができ、スムーズなチーム医療が可能となっ

た。

その結果、負荷試験から１年後には、この食事

指導の適応となった患児の約半数が、鶏卵１／２

個、牛乳１００�、うどん１００g 以上の摂取可能とな

った（論文投稿中）。摂取量を増やせない理由の

多くは、重篤な誘発症状によるものではなく、軽

微な症状への不安や食べた経験のない味に対する

抵抗感、卵や牛乳を使わない調理が習慣となって

いることなどであり、市販の加工食品を食べられ

るだけで満足して摂取量を増やしたいという意欲

を持っていない子どもへのアプローチや指導のゴ

ール設定がむしろ問題となっている。

５．経口免疫療法と食事指導

上記のような解除を目指した食事指導と OIT

の定義上の異同が、様々な議論の中で問題になっ

ている１４）。JPGFA２０１２において、OIT は「専門

医により研究的に行われている段階であり、一般

診療の場において行うことは推奨しない。」と記

載されている。さらにこの提言の後半に、「摂取

可能な少量のアレルゲン食品から、計画的に摂取

量を増加させて除去解除を指導する場合には経口

免疫療法の緩徐法に含まれる。」と書かれている

ことから、「計画的に摂取量を増加させる」指導

をすべて OIT と解釈する意見も存在する。

しかし実際には、多くの軽症食物アレルギー患

者が自発的に、あるいは「曖昧な指導」のもとに

摂取量を増加させて除去食の解除に至っている現

実が存在する。そのため、言葉上の解釈だけに陥

ると、患者の自己責任による摂取量の増量とそれ

を追認する「曖昧な指導」が医療として許容され

て、医師が責任を持つ「計画的な指導」が認めら

れない、という矛盾を生じることになる。

OIT の対象者は、上記の提言に続いて記述さ

れている「学童期になっても微量のアレルゲンを

含む食品の誤食により、重篤な症状を繰り返す症

例」である。それに対して「経口免疫療法が新た

な治療選択肢になり得るのではないかと大きな期

待が寄せられているが、安全性の確保が最大の課

題である。」というのが提言の主旨といえる。従

って、OIT と食事指導の根本的な違いは対象患

者の重症度の違いであり、計画的な食事指導によ

って安全に解除を進めることができる軽症者と、

図４ 負荷試験結果に基づく摂取指導プラン

図５ 主な乳製品のたんぱく質含有量に基づく摂取量
の比較
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消化器の症状

呼吸器の症状

全身の症状

従来であれば完全除去を余儀なくされていた重症

者について、それぞれに相応しい治療方針を整備

することが求められている（図６）。

実際に、当科における図４の基準において、２

g 摂取開始基準より一段階重症度の高い症例に対

して１g 摂取開始指導を行った場合には、安全に

摂取が継続できる患児は約２０％程度であった。従

って我々は、そのラインが解除のための食事指導

と OIT の境界点であると考えて、治療法を選択

している。

６．アナフィラキシーに対する社会的対応とアド

レナリン自己注射器の普及

平成２４年１２月におきた東京都調布市の事故をき

っかけとして、学校現場におけるアナフィラキシ

ー対応、特に症状誘発時の危機管理が大きな社会

的課題と認識された。その中では、アナフィラキ

シーのリスクを持つ子どものアドレナリン自己注

射器の携帯と学校での取り扱いが焦点となり、今

年度は全教職員の共通理解を促す研修が全国各地

で行われている。

その中で特に強調されているのは、該当する児

童生徒がアナフィラキシーを疑う症状を起こした

場合に、アドレナリン自己注射器を使用すべき症

状の見極めである。日本小児アレルギー学会では、

アナフィラキシー対策ワーキンググループを設置

して検討を重ね、一般向けにアドレナリン自己注

射器の使用を決断すべき症状のリストを提言した

（図７）。

アドレナリン自己注射器１５）は、平成１７年３月に

小児及び食物アレルギーに対して適応追加とな

り、平成２３年９月の保険適応以降、処方量が爆発

的に増加している（表２）。現時点での普及率に

ついて明らかなデータはないが、愛知県において

はすでにアナフィラキシーのリスクを持つ児童生

徒の３～４人に一人は処方を受けており、学校数

にすると３～５校に１校はそうした生徒が在籍し

ているという状況が生まれている。

当科では、２０１２年度末までで累積３２４名に処方

を行い、２０１３年には毎月２５～３５人の新規処方を行

っている。処方の適応は体重１５�以上とされてい

るが、当科では１年以内に１５�を超えると見込ま

れる患児までは処方することがある。新規処方の

場合は、毎月１回開催しているエピペン処方講習

図６ 経口免疫療法と食事指導の位置づけ

図７ 一般向けエピペン�の適応（日本小児アレルギー学会）
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会に必ず出席していただき、症状の見極め、使い

方、保管方法、園や学校における管理などについ

て１時間以上かけて説明することになっている。

さらに、処方を受けている患児の保護者には、外

来受診時に使用方法や使用基準を覚えているかど

うか、繰り返し確認している。

この継続的な指導については、アレルギーエデ

ュケーターを取得した外来看護師が中心となっ

て、アレルギー科を担当するすべての外来看護師

が共通の指導ができるように体制を整えて実施し

ている。

当科で処方した患者の中で、これまでに実際に

エピペンを使用した症例も２０例を越えており、学

校現場での使用も含めてエピペンを軸としたアナ

フィラキシー対応が、現実のものとして定着しつ

つある。

７．結語

わが国における食物アレルギーの研究と診療は

大きく進歩しており、JPGFA２０１２の記載がすで

に過去のものとすら感じられる状況にある。その

方向性は、OFC を含めた食物アレルギーの正確

な診断と、早期の耐性獲得を目指した積極的な食

事指導である。さらに、より重症者に対する積極

的な治療として、経口免疫療法を確立するための

基礎的・臨床的研究が進められている。

一方で、アナフィラキシー対応は社会全体の課

題として大きく取り上げられている。特に、園・

学校における危機管理としてのアナフィラキシー

対応の重要性が注目されている。しかし、園・学

校が対策を講じる大前提となるのは、アレルギー

の子どもを持つ保護者の十分な理解と協力であ

り、医療機関が個々の患者教育をしっかり行うこ

とが最も重要な課題ともいえる。
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